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２０２５（令和７）年度 処遇改善等加算申請書作成手順（表紙）  

 

申請書作成手順 
京都市 幼保総合支援室  

※ 保育所の場合の申請書等を使って解説しています。ご了承ください。 
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１．はじめに  

平成２７年度以降、これまで処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲと設けられてきましたが、制度が複雑・事務作業

が煩雑で、各施設や自治体において多大な事務負担が発生してきたことから、手続や事務負担の軽減を図る

ため、令和７年度から処遇改善等加算として一本化されることとなりました。 

制度の見直しに伴い、申請書等の様式も一新されています。過去に処遇改善等加算Ⅰ〜Ⅲの適用を受けて

いる場合、申請の段階では必要な書類も限定される場合が多いですが、内容についてよく確認し、次年度の

実績報告書の作成等の際に支障が生じないようにご留意いただきながら、適切に職員の処遇改善を行うよう

お願いいたします。（制度そのものについては、国の解説資料や過去の通知等をご参照ください。） 

 

２．作成・提出が必要な書類等（まとめ）  

◎ 処遇改善等加算申請書一式（EXCEL ブック）  

児童数の計算表、各区分の見込加算額の計算表、申請に必要な様式等を格納しています。施設類型によっ

て内容が異なりますので、適切なブックを使用して作成してください。 

◎ 研修要件確認シート（EXCEL ブック）  

区分３（質の改善分）を申請する場合、加算額の算定のため人数Ａ・人数Ｂにカウントする職員の研修の

修了状況等を記入し、提出する必要があります。施設類型によってブックが異なりますので、適切なブック

を使用して作成してください。 

◎ 資質向上のための計画書（任意様式）  

「処遇改善等加算申請書」の冒頭（「0_基本情報」シート）において「●」が表示されたシートのみ、提

出が必要です。国の通知等を参照して作成・提出してください。 
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３．処遇改善等加算申請書一式（EXCEL ブック）の作成手順  

・「0_基本情報」シート  

① 青色セルに必要事項を記入、又はプルダウンから選択してください。 

 

 

 

 

 

 

② 記入が完了すれば、作成・提出が必要な書類等に「●」が表示されます。 

 

 

 

 

※ 記入が不足している場合は表示されません。 

 

 

⇒「●」が表示されたシート・書類の作成をしてください。 

⇒「－」が表示される場合は、記入が不足しています。①で記載している青色セルが全て選択されているか

もう一度確認ください。 
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・「1_児童数計算表」シート（シート名が微妙に異なる場合があります）  

注︓家庭的保育事業の場合、このシートはありません。 

① 前年度の児童数の実績を入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 加算年度（現年度）の児童数の実績を７月分まで入力してください。 

⇒ （２）の黄色セルに平均見込児童数が計算されます。この方法では実際の平均児童数と乖離が見込まれ

る場合等は、（３）に８月以降の児童数（予定）を直接入力してください。 

※ 分園を設置している施設の場合、本園と分園を別々に計算しますので「1-1_児童数計算表」シートに本

園分、「1-2_児童数計算表_分園」シートに分園分を記入してください。 
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・「2_区分 12 加算額計算表」シート（家庭的保育事業の場合は「1_加算額計算表」  

① 青色セルに施設に関する情報、平均児童数、加算の適用状況等を入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② シートの下部の黄色セルに「加算率」や「加算見込み額」が表示されるので確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

「1_児童数計算表」の情報を欄外に読み込んで 
表示しています。必要に応じて参照してください。 

【Tips!】 

「区分 1」は旧処遇Ⅰの基礎分、「区分 2」は旧処遇Ⅰの賃金改善要件分＋旧処遇Ⅲ。 

前年度と加算率や児童数、加算の適用状況等が大きく変わらないのに、『区分１＋区分２』と

『旧処遇Ⅰ＋旧処遇Ⅲ』の額が大きく異なる場合は何らかのエラーがある可能性があります！ 

また、各種加算の適用状況において今年度新設の「１歳児配置改善加算」があります。当該加

算については、現在並行して御案内をしておりますので、適用が見込まれる施設においては

「●」を付けてください。 
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・「3_区分 3 計算表」シート  

① 青色セルに平均児童数を入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② シート下部に「人数Ａ」「人数Ｂ」の実人数（各施設において、実際に配置している研修修了済の職員

数）を入力してください。（不在の場合も「0」を記入） 

 

 

 

 

 

③ 区分３の「加算見込額」が自動的に計算されますので確認してください。（月額） 

 

 

「1_児童数計算表」の情報を欄外に読み込んで 
表示しています。コピペも可能です。 

【Tips!】 

「実人数」には４月１日時点で必要な研修を修了している職員で「人数Ａ」又は「人数Ｂ」に

該当する職員数を計上していただく必要があります。ただし、令和７年度に限り「人数Ａ」には

研修修了見込みの副主任保育士等を含めることができます。 

研修要件については、別に『研修要件確認シート（Excel ブック）』を提出いただき、本市に

おいて確認を行います。（後述） 

１（加算対象人数の基礎となる職員数）の欄の加算の適否は 
「2_区分 12 加算額計算表」シートから読み込んでいます。 
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・「【参考】計算結果」シート  

注︓家庭的保育事業の場合は「1_加算額計算表」に含まれます。 

① これまで入力した内容に基づき、加算率や加算見込額等を一覧で表示されるので確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名等が未入力の場合や、区分３の実人数が記入されていない 
場合は下部にエラーメッセージが出る場合があります。 

【Tips!】 

「1_児童数計算表」や「区分 12 加算額計算表」では、Excel ブックの複雑化を避けるために、

エラー判定や排他設定等は最低限としています。そのため、例えば 

・ 併給できないチーム保育加算と 4 歳以上児配置改善加算の両方に「●」を入れる 

・ 施設規模（定員）による上限を超えてチーム保育の加配人数を設定する 

・ 定員を大幅に超える児童数を入力する 

・ 区分３の「実人数」の人数Ａ・Ｂどちらか一方だけ入力する 

などがあっても、組まれた算式に基づき加算率や加算見込額等が算定されることがあります。 

不正確な情報の入力は、加算額を過少・又は過大に算出する結果につながりかねませんので、

ここまでのシートで入力した内容に誤った内容がないか、特に念入りに確認してください。 

 

また、同様に複雑化を避けるため、以下の調整（減算）要素については算定過程に組み込んで

いませんのでご了承ください。こうした調整要素を含めて加算見込額を算出して申請する場合は

幼保総合支援室（給付担当）までご相談ください。 

◇ 定員を恒常的に超過する場合の調整（定員超過減算）／家庭的保育事業以外の全類型 

◇ 配置基準上求められる職員資格を有しない場合の調整／認定こども園（１号） 

◇ 年齢別配置基準を下回る場合の調整／認定こども園 

◇ 主幹教諭等の専任化により子育て支援の取組を実施していない場合の調整／認定こども園 
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・「様式 1」シート／加算率等認定申請書  

① これまで入力した内容に基づき、必要事項が適切に転記されているかを確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ このシートにおける記入箇所はありません。 

【参考／国通知より】 
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・「様式 2」シート／キャリアパス要件届出書  

注︓提出不要となる場合が多数です。 

① 青色セルに施設の状況に応じて入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ このシートを作成する場合、別途、資質向上のための計画書を提出する必要があります。 

【以下の場合、このシートの作成・提出は不要】 

・ 過去にキャリアパス要件届出書及び計画書を提出しており、その内容に変更がない場合 

・ 区分３の申請を行う場合 
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・「様式 3」シート／加算算定対象人数等認定申請書（区分３）  

① 青色セルに施設の状況に応じて入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ２．にはこれまで入力した内容を自動的に反映されます。内容に誤りがないか確認してください。 

 

 

 

  

「3_区分 3 計算表」シートと矛盾がある場合、ここに 
赤字でエラーメッセージが出る場合があります。 

【Tips!】 

区分３による配分（賃金改善）の対象には研修修了見込みの者を含むことができますが、加算

を算定するための「人数Ａ」及び「人数Ｂ」には加算当年度の４月１日時点で所定の研修を修了

している者のみ計上できます。この点が分かりにくいので、国通知等を必ず確認してください。 

例外的に、令和７年度の申請においては経過措置として「ⅰ 副主任保育士等（人数Ａ）」に

研修修了見込みの者をカウントすることが可能です。（ただし、「ⅲ」（園長その他）について

はこの経過措置の適用はありません。） 

 

また、ⅰ及びⅱ、ⅲにカウントした職員については、別途、「研修要件確認シート」を作成・

提出していただく必要があります。（後述） 
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・「様式４」シート／賃金改善計画書 ※「様式４別添１」・「様式４別添２」を含みます。  

注︓「様式４」は３つのシートにまたがります。 

⓪ （任意ですがオススメ）「様式４」シートの欄外に「前年度の法定福利費等の事業主負担分（総額）」
と「前年度の賃金（総額）」をまず記入します。（後で活用できるようになります。） 

 

 

 

 

 

 

 

① 「様式４別添１」シートに必要事項を記入してください。（順序は問いません） 

◇ 加算当年度に在籍する職員の氏名（Ｂ列）を記入し、賃金改善の実施の有無（Ｅ列）、職種（Ｆ列）
をプルダウンから選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ ①基準年度の支払賃金の総額（Ｋ列）を職員ごとに記入します。 

 

 

 

 

【Tips!】 

前年度に処遇改善等加算の適用を受けていない場合や、初めて処遇改善等加算の適用を受ける

場合等を除き、基準年度＝前年度となります。 

また、基準年度に在籍していない職員がいる場合、空欄や「０」にするのではなく、当年度と

同水準の賃金が基準年度に支払われていたものと仮定して計算・入力してください。 
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◇ ②基準年度の処遇改善等加算の加算額（Ｌ列）、③基準年度の処遇改善等加算の加算額に係る法定福
利費分（Ｍ列）、④施設独自の改善額（Ｎ列）の総額をシート下部に入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ ⑤基準年度の前年度に支払うべき残額に対応した支払い賃金額（Ｏ列）、⑥基準年度に支払うべき残
額に対応した翌年度の賃金額（Ｐ列）がある場合、職員ごとに記入してください。該当する支払い等が
ない場合は、空欄のままでも構いません（空欄は０円と同じ扱いとなります）。 

 

◇ この時点で、表の左側（基準年度の賃金まで）部分について見返し、記入漏れや誤り等がないか確認
することをお薦めします。 

 

  

【Tips!】 

「基準年度の加算額等の影響を除いた支払賃金総額」を算出する際、支払賃金総額から控除を

行う重要な箇所です。コメントや注釈を確認しながら、適切に入力してください。特に、以下の

点にご留意ください。 

・ ②には区分１（旧処遇Ⅰの基礎分）は含められません。 

・ ⓪の作業をしておくと、欄外に標準的な算出方法で③を計算した結果が反映されます。 

・ ④には、国給付費（委託費）以外に、京都市その他の公的補助などを活用して処遇の改善を

行っている場合、これを計上することが可能です。また、国の通知においてもここに算入する

ことができる事例が示されていますので適宜参照してください。 

【Tips!】 

主なチェック箇所 

・ 加算当年度に在籍する職員すべてについて氏名等が適切に記入されているか。（基準年度に

在籍しており、加算当年度に在籍していない職員等を記入する必要はありません。） 

・ 基準年度の支払賃金の総額がすべて記入されているか。（基準年度に在籍していない職員で

あっても、仮定の賃金総額を記入する必要があります。） 

・ 基準年度の処遇改善等加算の加算額に区分１（処遇Ⅰ基礎分）を計上していないか。 

・ 施設独自の改善額に含めるべき内容等の記入が抜けていないか。 

・ 全体について、決算等と比較して内容に違和感がないか。 
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◇ ⑧加算当年度の賃金見込総額（Ｓ列）、⑨区分２「賃金改善分」による改善見込額（Ｕ〜Ｗ列、Ｔ列
は自動計算）、⑩区分３「質の向上分」による改善見込額等（Ｘ〜Ｚ列）がある場合、⑪定期昇給相当
分（ＡＡ列）を職員ごとに記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【Tips!】 

年額で記入する必要がありますのでご注意ください。また、区分３の分類（Ｙ列）については

以下のとおり考えてください。（※「＊＊＊」は職名が入ります。） 

＜＊＊＊（人数Ａ）＞ ＜＊＊＊（人数Ｂ）＞ 

→ 人数Ａ又は人数Ｂの算定人数としてカウントする職員（研修修了要件あり）。 

＜配分対象者①（＊＊＊）＞ ＜配分対象者②（＊＊＊）＞ 

→ ４月１日時点で必要な研修を修了していない等のため、人数Ａ又は人数Ｂの算定に含めない

ものの、研修修了見込みの場合や賃金バランスを踏まえて賃金改善の対象とする職員。 

 

人数Ａ・配分対象者①は月額４万円を超えない範囲の改善、人数Ｂ・配分対象者②は５千円

（①の最低改善額を超えない範囲で５千円～４万円とすることも可）の改善を行う職員です。 

 

区分３による改善見込額（Ｘ列）には、分類（Ｙ列）に記入を行った職員のみ記入するように

してください。ただし、「園長、主任保育士、副園長等（人数Ａ）」であり、人数Ａにカウント

するが区分３の配分対象とはしない場合に、改善見込額を０円とするのは差し支えありません。

（特に、園長については配分対象にはならないため、改善見込額に０以外を記入しないよう注意

してください。） 

 

※ 令和７年度に限り、経過措置として人数Ａには研修修了見込みの副主任保育士等をカウント

することができます。この場合、分類（Ｙ列）は「＊＊＊（人数Ａ）」を選択してください。 



15 

 

◇ ⑫基準翌年度から加算当年度までの公定価格における人件費の改定部分（ＡＢ列）を表下部に、⑬加
算当年度の前年度に支払うべき残額に対応した支払賃金額（ＡＣ列）がある場合、職員ごとに記入して
ください。該当がない場合は空欄のままでも構いません。（基準年度が前年度の場合、⑫は０となりま
す。） 

 

◇ 備考（ＡＥ〜ＡＧ列）に記載内容に関して留意点等がある場合は適宜入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

◇ シート下部の判定欄（オレンジ色セル）を確認して「○」が付いているかを確認してください。
（「○」が付いていない場合は、賃金改善の方法や要件を満たしていませんので、計画の見直しを検討
してください。ただし、国通知第２－２－（４）なお書きの特別な事情に係る届出書による対応を行う
場合は、右側は「○」となっていなくとも申請は可能です。） 

 

 

 

 

 

 

 

  

【Tips!】 

以下に該当する場合、できる限り「備考」への記入をお願いします。 

・ 育休その他の見通しにより、加算による改善見込額を１２か月分で計上していない場合は、

算定対象月が分かるように記載（○か月分、○月～○月分など） 

・ 例えば、当年度は非常勤として働くが、基準年度は常勤として働いていたため、基準年度と

当年度で大きく支払賃金が相違する場合はその内容 

 

※ 特に、前段については区分３－①（副主任保育士等）による改善見込額を区分３－②（職務

分野別リーダー等）による改善見込額が上回っていないか（逆転現象）や、３－②による改善

見込額（原則月額５千円）が過少になっていないか等を審査の過程で確認します。備考の記載

がない場合は追って確認を行うことになりますので、協力をお願いいたします。 



16 

 

② 「様式４別添２」シートに必要事項を記入してください。（該当がある場合のみ） 

◇ 区分２については、同一の設置者・事業者が運営する他の施設・事業所における賃金の改善に充てる
ことが可能です。該当する場合は当該シートにおいて拠出額・受入額を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 「様式４」シート青色セルに必要事項を記入してください。 

◇ 「様式４別添１」シート・「様式４別添２」シートで記入した情報が転記されていますので内容を確
認のうえ、まず「加算による改善等見込総額のうち、事業主負担増加見込総額」を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

◇ 判定欄（オレンジ色セル）を確認して「○」が付いているかを確認してください。（「○」が付いて
いない場合は計画の見直しを検討してください。ただし、国通知第２－２－（４）なお書きの特別な事
情に係る届出書による対応を行う場合は、下の判定欄は「○」となっていなくとも申請は可能です。） 

 

⓪の作業をしておくと、標準的な算出方法で計算 
した結果が表示されます。（別添１作成後） 
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◇ 「施設独自の改善額」に記入がある場合、その取り組み内容と算定根拠を記載してください。 

 

 

 

 

 

◇ ここまでの作業に問題がなければ、作成年月日、事業者名・代表者名を記入してください。 

 

  

【Tips!】 

判定欄では、それぞれ以下の内容を確認して「○」「×」が反映されます。 

・ 区分２・３⇒Ａ：加算見込額と、Ｂ：加算による改善見込総額（改善額＋法定福利費）とを

比較して、Ｂ≧Ａとなっているか。 

・ （２）⇒処遇改善等加算以外の部分で賃金水準を下げていないか。（様式４別添１の右側の

判定欄と同じ内容） 

【Tips!】 

様式５（誓約書）の提出で足りる場合、様式４自体を作成する必要はありませんが、様式４の

作成作業を通じて、分かりにくい処遇改善等加算の制度について理解することが期待されます。

不安な場合などには、年度途中でも一度作成してみれば分かりやすいかもしれません。 
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・「様式５」シート／賃金改善の誓約書  

① 青色セルを確認し、必要に応じて区分２の加算見込額を修正してください。 

 

 

 

 

 

 

② その他の青色セルに必要事項を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

・「様式７」シート／特別な事情に係る届出書  

① 青色セルに必要事項を記入してください。 

※ 本件はあくまで例外的な処理のため、ここでは割愛します。施設の状況に応じて作成いただき、不明な

点等があれば早めにご相談ください。 

あらかじめ「2_区分 12 加算額計算表」シートの 
計算結果が表示されるようになっています。他の 
事業所等への拠出や受入がある場合のみ調整要。 
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４．研修要件確認シート（EXCEL ブック）の作成手順  

※「保育所・地域型保育事業所」・「幼稚園・認定こども園」のそれぞれで記載しております。 

※どの研修が対象になるのか、研修ごとの取扱い、などについては、別途「保育士等キャリアアップ研修及

び処遇改善等加算（区分３）の研修受講要件の取扱いについて」をご参照ください。 

・研修要件確認シート【保育所・地域型保育事業所】  

① ４桁コード、施設・事業所名、施設・事業所類型を記入、又はプルダウンから選択してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 職員名・職種・保育士登録番号・生年月日・区分を記入、又はプルダウンから選択してください。 

 

 

 

 

 

 

 

【Tips!】 

研修要件確認シートに記載する対象は、人数Ａ又は人数Ｂの算定人数としてカウントする職員（「＊

＊＊（人数Ａ）」「＊＊＊（人数Ｂ）」）のみとなります。 

保育士登録番号の番号部分は、「半角・
数字６桁」で記入してください。 
※保育士資格を持たない職員は入力不要 

生年月日は、和暦（TSHR）＋ 年月日で入力し
てください（半角英数）。 
例︓平成 12 年 3 月 4 日の場合→H12.3.4 
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③ 保育士等キャリアアップ研修及び幼免更新講習の受講歴について、プルダウンから選択してください。 

 ◇ 保育士等キャリアアップ研修について、すでに修了済みの分野については、「修了済」欄にプルダウ

ンから「○」を選択し、「修了証番号」欄に修了証番号を 12 桁で記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 今年度修了見込みの分野については、「修了見込」欄にプルダウンから「○」を選択してください。

なお、修了見込みが含められるのは、「副主任保育士（人数 A）」「専門リーダー（人数 A）」の区分

の方のみとなります。 

◇ 幼免更新講習について、15 時間以上修了している場合に限り、「幼免更新講習」欄（ＡＪ列）にプル

ダウンから「○」を選択してください。 

 

 

 

 

 

【Tips!】 

幼免更新講習は概ね「幼児教育分野」の内容であることから、基本的には「幼児教育分野」を修了し

たものとみなされます。そのため、キャリアアップ研修の「幼児教育分野」、幼免更新講習のともに

「○」とされている場合でも、修了分野数としては１つという扱いになります。 

【Tips!】 

1 分野 15 時間以上修了し、施設長によるレポート確認が完了しているものの、修了証の交付申請が完

了していない場合は、修了済みに「○」をしたうえで、「修了証番号」欄は空欄としてください。 

「マネジメント分野」については、原則として、「副主任保育士（人数 A）」「園長、主任保育士、

副園長等（人数 A）」の区分の方のみ認定することができるものとなります。例外として、それ以外の

区分の方においても、令和元年度までに修了された研修に限って認定することができます。 

「保育実践分野」については、原則として、どの区分の方も認定できませんが、令和元年度までに修

了された研修に限って認定することができます。 
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◇ 「要件判定」欄（ＡＭ列）について、全ての方が「ＯＫ」となり、シート右上部分に「提出可能で

す。」と表示されたら完了となります。要件判定欄が「必要な研修分野数に達していません。」と表示

される場合は、修了見込を追加いただくか、対象職員から外す等の対応が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「②必要分野数（ＡＬ列）」に、区分に
応じた必要分野数が表示されます。 

【研修要件に係る提出資料（保育所・地域型保育事業所）】 

◎ 保育士等キャリアアップ研修【修了証が交付されている場合】 

 →修了証の写し（京都市長名以外で交付されている場合（京都府知事名・保育園連盟理事長名も提出対象））をご

提出ください。※京都市長名で交付されている場合は提出不要。 

◎ 保育士等キャリアアップ研修【修了証の交付申請前の場合】 

 →1 分野 15 時間以上修了し、施設長によるレポート確認が完了しているものの、修了証の交付申請が完了してい

ない場合、「キャリアパスポートの該当ページ」「受講証明書」「施設長の確認を受けた研修レポート」を提出

してください。 

◎ 幼免更新講習 

 →大学等が発行する「更新講習修了証明書（履修証明書）」をご提出ください。 

 

※提出書類は、職員ごとにまとめ、「職員名」欄に記載の順に並べての御提出に御協力ください。 



22 

 

・研修要件確認シート【幼稚園・認定こども園】  

※①②は「保育所・地域型保育事業所」と同様のためそちらを参照してください。 

③ 保育士等キャリアアップ研修及び、それ以外の研修（幼免更新講習、園内研修、その他研修）の受講歴

について、時間数等を記載してください。 

◇ 保育士等キャリアアップ研修について、すでに受講済みの分野について、「修了時間」欄に時間数を

記載してください。修了済みの場合は「修了証番号」欄に修了証番号を 12 桁で記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 今年度受講見込みの分野については、「受講見込時間」欄に時間数を記載してください。なお、受講見

込時間が含められるのは、「副主幹保育教諭・中核リーダー（人数 A）」「専門リーダー（人数 A）」の

区分の方のみとなります。 

 

 

 

 

 

 

【Tips!】 

保育士等キャリアアップ研修の「マネジメント分野」については、原則として、「副主幹保育教諭・

中核リーダー（人数 A）」「園長、主任保育士、副園長等（人数 A）」の区分の方のみ認定することがで

きるものとなります。例外として、それ以外の区分の方においても、令和元年度までに修了された研修

に限って認定することができます。 

「保育実践分野」については、原則として、どの区分の方も認定できませんが、令和元年度までに修

了された研修に限って認定することができます。 
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◇ 幼免更新講習・園内研修・その他研修について、受講時間数を記載してください。「保育士等キャリア

アップ研修」ではない研修については、「その他研修」欄に記載するようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 「要件判定」欄（ＡＱ列）について、全ての方が「ＯＫ」となり、シート右上部分に「提出可能で

す。」と表示されたら完了となります。要件判定欄が「必要な研修時間数に達していません。」と表示さ

れる場合は、受講見込時間を追加いただくか、対象職員から外す等の対応が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Tips!】 

園内研修については、「＊＊＊（人数Ａ）」の区分の方は 15 時間以内、「＊＊＊（人数Ｂ）」の区分

の方は 4 時間以内の範囲で、修了すべき時間数に含めることが可能となっています。 

【研修要件に係る提出資料（幼稚園・認定こども園）】 

◎ 保育士等キャリアアップ研修【修了証が交付されている場合】 

 →修了証の写し（京都市長名以外で交付されている場合（京都府知事名・保育園連盟理事長名も提出対象））をご

提出ください。※京都市長名で交付されている場合は提出不要。 

◎ 保育士等キャリアアップ研修【修了証の交付申請前の場合】 

 →1 分野 15 時間以上修了し、施設長によるレポート確認が完了しているものの、修了証の交付申請が完了してい

ない場合、「キャリアパスポートの該当ページ」「受講証明書」「施設長の確認を受けた研修レポート」を提出

してください。 

◎ 保育士等キャリアアップ研修【15 時間に満たない場合】 

 →受講された時間数分の「受講証明書」をご提出ください。 

◎ 幼免更新講習 

 →大学等が発行する「更新講習修了証明書（履修証明書）」をご提出ください。 

◎ 園内研修 

 →「園内研修確認通知書（京都府発行）」及び「キャリアパスポートや研修ハンドブックの該当ページの写しなど

対象者が当該研修を受講されたことを確認できる資料」をご提出ください。 

◎ その他研修 

 →次のいずれかをご提出ください。 

・修了証（実施団体・受講時間数が記載されたもの）  ・幼稚園ナビから出力した修了証 

・研修ハンドブックの該当ページの写し（受講シールを貼り付けているもの） 

・研修のねらい、内容がわかる資料及び当該研修の受講証明書 

 

※提出書類は、職員ごとにまとめ、「職員名」欄に記載の順に並べての御提出に御協力ください。 
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５．資質向上のための計画書の作成手順  

※ 資質向上のための計画書について決まった様式や標準形式等はございません。各施設において適切に作

成いただきますようお願いします。 

 


